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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第51期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第50期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
６月30日

自平成19年
４月１日
至平成20年
３月31日

売上高（千円） 2,025,783 12,003,100

経常利益又は経常損失（△）（千

円）
△30,550 594,728

四半期純損失（△）又は当期純利

益（千円）
△48,766 319,523

純資産額（千円） 7,520,944 7,703,485

総資産額（千円） 14,494,095 15,023,684

１株当たり純資産額（円） 1,213.28 1,242.72

１株当たり四半期純損失（△）又

は当期純利益金額（円）
△7.87 51.13

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
― 51.13

自己資本比率（％） 51.9 51.3

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
300,564 1,562,353

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△7,744 △235,550

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△108,943 △1,088,626

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
2,502,713 2,330,865

従業員数（人） 246 243

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　２．第51期第１四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額について

は、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　３．売上高には、消費税等は含んでおりません。
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２【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年６月30日現在

従業員数（人） 246 (52)

　（注）従業員数は、就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者

を含む。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員）は、当第１四半期連結会計期間の

平均人員を(　)外数で記載しております。

(2）提出会社の状況

　 平成20年６月30日現在

従業員数（人） 199 (51)

　（注）従業員数は、就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇用者数

（パートタイマー、人材会社からの派遣社員）は、当第１四半期会計期間の平均人員を(　)外数で記載しておりま

す。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

当社グループは単一の事業でありますので、事業の種類別セグメントに区分できないため品目別に記載しておりま

す。

（1） 生産実績

　当第１四半期連結会計期間の生産実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

区分

当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

（千円）

前年同期比（％）

水晶デバイス装置 1,158,655 －

光学装置 149,310 －

電子部品装置 268,041 －

その他装置 48,913 －

部品販売 303,851 －

修理・その他 97,873 －

合計 2,026,644 －

　　（注）１．上記の金額は販売価格によっております。

２. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

（2） 受注状況

　当第１四半期連結会計期間の受注状況を品目別に示すと、次のとおりであります。

区分

当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

水晶デバイス装置 1,954,891 － 2,600,328 －

光学装置 480,990 － 633,830 －

電子部品装置 429,645 － 2,658,550 －

その他装置 55,300 － 54,500 －

部品販売 302,991 － － －

修理・その他 97,873 － － －

合計 3,321,691 － 5,947,208 －

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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（3） 販売実績

　当第１四半期連結会計期間の販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

区分

当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

（千円）

前年同期比（％）

水晶デバイス装置 1,158,655 －

光学装置 149,310 －

電子部品装置 268,041 －

その他装置 48,913 －

部品販売 302,991 －

修理・その他 97,873 －

合計 2,025,783 －

（注）１．当第１四半期連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次

　　

　　　　　　　のとおりであります。

相手先

当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

金額（千円） 割合（％）

三生電子株式会社 476,406 23.5

日本電波工業株式会社 259,289 12.8

　　　　２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【経営上の重要な契約等】

    当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態及び経営成績の分析】

　 文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断し

 たものであります。

(1) 業績の状況

　　当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、米国のサブプライムローン問題に端を発した世界経済の減速

　懸念や原油・原材料価格の高騰、円高などにより、企業収益は押し下げられ、個人消費についても生活必需　

　品の値上げが相次いだことなどから、先行きに不透明感が強まる傾向で推移いたしました。

　　当社グループをとりまく経営環境を見ると、水晶デバイス業界は携帯電話の順調な伸びとともに水晶デバイス需

　要も引き続き高水準を維持しておりますが、一方で、水晶デバイス価格の急落の影響を受け、設備投資を控える動

　きが出てきました。また、電子部品業界では、太陽光発電関連のビジネスが世界的な盛り上がりを見せており、国

　内外を問わず、各メーカーが競って設備投資を行ってきました。

　　こうした環境の中、当社グループは、水晶デバイス業界を中心に積極的な受注・販売活動を行ってまいりまし　

　た。また、電子部品業界では、携帯電話部品関連の他、太陽光発電や医療用分野の受注・販売活動も積極的に行っ

　てまいりました。

　　一方損益面では、売上の絶対量が少なく固定費をカバーできませんでした。また、電子部品装置において、開発　

　要素の高い案件があり、利益を押し下げる要因となりました。さらに、会計基準改正に伴う期首たな卸資産に対す

　る評価損の計上も大きなマイナス要因となりました。

　　　　この結果、当第１四半期連結会計期間の業績は、受注高33億21百万円、売上高20億25百万円となりました。

　　　　損益につきましては、経常損失30百万円、四半期純損失は48百万円となりました。

　

　　当第１四半期連結会計期間の品目別の状況は、次のとおりであります。

　

　（水晶デバイス装置）

　　水晶デバイス業界では、携帯電話を中心に、水晶デバイスの高水準な需要が継続しており、当社グループとしま

　しても、積極的に受注活動を展開し、受注に関しては、計画を上回る数字となりました。一方で、水晶デバイス価　

　格の急落の影響を受け、水晶デバイスメーカー各社が設備投資を控える動きや、装置価格の値下げを要請する動き　

　も出始めました。

　　売上に関しては６月売上予定分が、顧客からの納期変更などの理由により第２四半期へずれ込んだものが数件あ

　りました。

　　この結果、受注高は19億54百万円、売上高は11億58百万円となりました。

　

　　　（光学装置）

　　　　光学業界では、デジタルカメラ、携帯電話用小型カメラ、ＤＶＤなどを中心に需要が堅調に推移しており、設備

　　　投資も概ね順調であります。こうした中、当社グループは、高性能新型装置を市場に投入し、積極的に営業展開を　　

　　　図ってまいりました。

 　　　 この結果、受注高は４億80百万円、売上高は１億49百万円となりました。

　

　　　（電子部品装置・その他装置）

　　　　電子部品業界では、携帯電話用電子部品は引き続き好調で、デジタルカメラ、薄型テレビなどのデジタル家電向

　　　け電子部品も堅調でした。しかし、円高、原油高などの影響により、各メーカーとも設備投資には慎重でした。一

　　　方で、太陽光発電関連のビジネスが世界中で盛り上がりを見せ、各関連メーカーの設備投資も活発に行われ、当社

　　　グループも、積極的に受注販売活動を行ってまいりました。

　　　　また、顧客からの納期変更により売上計上が第２四半期へずれ込んだ案件がありました。

　　　　この結果、受注高は４億84百万円、売上高は３億16百万円となりました。

　

　　　（部品販売・修理その他）

　　　　部品販売・修理につきましては、西日本のアフターサービスの強化のため、昨年秋に新拠点を開設し、より身近

　　　なすばやいサポート体制で、顧客ニーズに細かく対応してまいりました。また、アジアを中心に海外に生産拠点を

　　　持つ顧客に対しては上海子会社が対応することにより、当社グループとして、迅速できめ細かなアフターサービス

　　　を提供しました。

　　　　この結果、売上高は４億円となりました。
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　　(2) キャッシュ・フローの状況

　      当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前四半期純損失

73百万円、たな卸資産の増加９億81百万円、仕入債務の減少２億43百万円、法人税等の支払３億３百万円、配当金の

支払71百万円などのマイナス要因があったものの、売上債権の減少17億11百万円、減価償却費66百万円、賞与引当金

の増加83百万円などのプラス要因があったことにより、前連結会計年度末に比べ１億71百万円増加し、当第１四半

期連結会計期間末には25億２百万円になりました。

　当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　　　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　    　営業活動による資金収入は３億円となりました。これは税金等調整前四半期純損失73百万円、たな卸資産の増加９

億81百万円、仕入債務の減少２億43百万円などの減少はあるものの、売上債権の減少17億11百万円などによる増加

があったことによるものです。

　    （投資活動によるキャッシュ・フロー）

　    　投資活動の結果支出した資金は７百万円となりました。これは主に定期預金の預入６百万円、有形固定資産の取得

２百万円などの支出があったことによるものです。

　    （財務活動によるキャッシュ・フロー）

　    　財務活動の結果支出した資金は１億８百万円となりました。これは主に長期借入金の返済36百万円、配当金の支払

71百万円などの支出があったことによるものです。

　

　　(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　　　　当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

　  (4) 研究開発活動

　　　　当第１四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、１億11百万円であります。

　　　　なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありませ

ん。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 13,800,000

計 13,800,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成20年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年８月８日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,499,000 6,499,000 ジャスダック証券取引所

権利内容に何

ら限定のない

当社における

標準となる株

式

計 6,499,000 6,499,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成20年４月１日～
平成20年６月30日 ― 6,499,000 ― 2,177,105 ― 2,553,975

　

（５）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。

EDINET提出書類

株式会社昭和真空(E01719)

四半期報告書

 9/22



（６）【議決権の状況】

　　　当第第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないた　

　　め、記載することができないことから、直前の基準日（平成20年３月31日）に基づく株主名簿による記載をし

　　ております。

　

　　　　①【発行済株式】

　 平成20年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 　　　　　　　　－ 　　　　　　　　　－ 　　　　　　　　 　 　－

議決権制限株式（自己株式等） －　 　　　　　　　　　－ 　　　　　　　　　  　－

議決権制限株式（その他） －　 －　 　　　　　　　　　  　－

完全議決権株式（自己株式等） 　普通株式    300,000 　　　　　　　　　－

　権利内容における何ら限

定のない当社における標準

となる株式

完全議決権株式（その他） 　普通株式　6,198,400 61,984 　　　　　同　上

単元未満株式 　普通株式　　　　600 　　　　　　　　　－ 　　　　　同　上

発行済株式総数 6,499,000 　　　　　　　　　－ 　　　　　　　　　 　 －

総株主の議決権     　　　　　　　－ 61,984 　　　　　　　　　　　－

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,700株含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数17個が含まれております。

②【自己株式等】

　 平成20年６月30日現在　

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有

株式数（株）

他人名義所有

株式数（株）

所有株式数の

合計（株）

発行済株式総数

に対する所有株

式数の割合(％)

　株式会社昭和真空
神奈川県相模原市田名

3062－10　
300,000 － 300,000 4.61

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
４月

５月 ６月

最高（円） 820 871 895

最低（円） 700 703 720

　（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、四半期連結財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」

（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１項第５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則

に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平

成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けて

おります。

　なお、新日本有限責任監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年７月１日をもって新日本監査法人から名

称を変更しております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末に係る要約
連結貸借対照表

（平成20年３月31日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,217,684 2,043,683

受取手形及び売掛金 2,460,368 4,171,725

有価証券 442,396 444,935

商品及び製品 11,031 9,334

仕掛品 3,037,117 2,004,353

原材料及び貯蔵品 347,010 403,560

繰延税金資産 309,661 272,474

その他 97,647 24,916

貸倒引当金 △1,236 △2,303

流動資産合計 8,921,682 9,372,679

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,346,722 1,387,538

機械装置及び運搬具（純額） 229,121 261,666

土地 3,559,977 3,559,977

その他（純額） 44,753 47,993

有形固定資産合計 ※1
 5,180,574

※1
 5,257,175

無形固定資産

のれん 22,500 24,231

その他 35,422 38,429

無形固定資産合計 57,922 62,660

投資その他の資産

投資有価証券 166,545 173,337

繰延税金資産 100,641 88,387

その他 213,243 216,691

貸倒引当金 △146,513 △147,248

投資その他の資産合計 333,916 331,167

固定資産合計 5,572,413 5,651,004

資産合計 14,494,095 15,023,684
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末に係る要約
連結貸借対照表

（平成20年３月31日）

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 4,469,532 4,717,493

1年内返済予定の長期借入金 106,662 131,160

未払法人税等 24,407 314,879

賞与引当金 268,611 184,716

役員賞与引当金 － 27,800

製品保証引当金 128,600 123,300

受注損失引当金 35,400 45,000

その他 426,881 267,313

流動負債 5,460,094 5,811,662

固定負債

社債 1,000,000 1,000,000

長期借入金 44,300 56,750

退職給付引当金 328,255 311,286

その他 140,500 140,500

固定負債合計 1,513,055 1,508,536

負債合計 6,973,150 7,320,198

純資産の部

株主資本

資本金 2,177,105 2,177,105

資本剰余金 2,753,975 2,753,975

利益剰余金 2,798,713 2,940,462

自己株式 △258,075 △258,050

株主資本合計 7,471,717 7,613,492

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 56,151 62,399

為替換算調整勘定 △6,924 27,593

評価・換算差額等合計 49,226 89,992

純資産合計 7,520,944 7,703,485

負債純資産合計 14,494,095 15,023,684
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日）

売上高 2,025,783

売上原価 1,580,925

売上総利益 444,858

販売費及び一般管理費 ※
 465,487

営業損失（△） △20,629

営業外収益

受取利息 1,529

受取配当金 228

受取賃貸料 5,078

作業屑等売却益 2,789

その他 1,807

営業外収益合計 11,433

営業外費用

支払利息 4,715

売上債権売却損 8,407

売上割引 5,829

その他 2,402

営業外費用合計 21,354

経常損失（△） △30,550

特別利益

貸倒引当金戻入額 735

特別利益合計 735

特別損失

たな卸資産評価損 43,528

固定資産除却損 70

特別損失合計 43,598

税金等調整前四半期純損失（△） △73,414

法人税、住民税及び事業税 20,521

法人税等調整額 △45,170

法人税等合計 △24,648

四半期純損失（△） △48,766
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △73,414

減価償却費 66,011

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,621

退職給付引当金の増減額（△は減少） 16,969

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △27,800

賞与引当金の増減額（△は減少） 83,895

製品保証引当金の増減額（△は減少） 5,300

受注損失引当金の増減額（△は減少） △9,600

受取利息及び受取配当金 △1,758

支払利息 13,122

売上債権の増減額（△は増加） 1,711,346

たな卸資産の増減額（△は増加） △981,929

未収消費税等の増減額（△は増加） △32,515

仕入債務の増減額（△は減少） △243,763

未払消費税等の増減額（△は減少） △11,502

その他 98,624

小計 611,364

利息及び配当金の受取額 1,723

利息の支払額 △9,375

法人税等の支払額 △303,148

営業活動によるキャッシュ・フロー 300,564

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △6,340

有形固定資産の取得による支出 △2,267

その他 863

投資活動によるキャッシュ・フロー △7,744

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △36,948

自己株式の取得による支出 △25

配当金の支払額 △71,970

財務活動によるキャッシュ・フロー △108,943

現金及び現金同等物に係る換算差額 △12,027

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 171,848

現金及び現金同等物の期首残高 2,330,865

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 2,502,713
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

会計処理基準に関する事項の

変更

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
の変更
　たな卸資産
　　通常の販売目的で保有するたな卸資産
については、従来、主として個別法によ
る原価法によっておりましたが、当第
１四半期連結会計期間より「棚卸資産
の評価に関する会計基準」（企業会計
基準第９号　平成18年７月５日）が適
用されたことに伴い、主として個別法
による原価法（貸借対照表価額につい
ては収益性の低下に基づく簿価切下げ
の方法）により算定しております。
　　これにより、営業損失、経常損失は9,349
千円増加し、税金等調整前四半期純損
失は52,878千円増加しております。

　 （2）「連結財務諸表作成における在外子
会社の会計処理に関する当面の取扱
い」の適用

　　当第１四半期連結会計期間より、「連
結財務諸表作成における在外子会社の
会計処理に関する当面の取扱い」（実
務対応報告第18号　平成18年５月17
日）を適用し、連結決算上必要な修正
を行っております。
　　なお、これによる損益へ与える影響は
ありません。

EDINET提出書類

株式会社昭和真空(E01719)

四半期報告書

16/22



【簡便な会計処理】

　
　
　

当第１四半期連結会計期間 
（自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日）

１．たな卸資産の評価方法 　当第１四半期連結会計期間末のたな卸高

の算出に関しては、実地たな卸を省略し、前

連結会計年度末の実地たな卸高を基礎とし

て合理的な方法により算定する方法によっ

ております。

２．固定資産の減価償却費の

算定方法

　定率法を採用している資産については、連

結会計年度に係る減価償却費の額を期間按

分して算定する方法によっております。

３．繰延税金資産の算定方法 　繰延税金資産の回収可能性の判断に関し

ては、前連結会計年度末以降に経営環境等、

かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化

がないと認められるので、前連結会計年度

において使用した将来の業績予測やタック

ス・プランニングを利用する方法によって

おります。

EDINET提出書類

株式会社昭和真空(E01719)

四半期報告書

17/22



【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額

2,159,677千円　

※１　有形固定資産の減価償却累計額

2,101,530千円　

  ２　受取手形裏書譲渡高

14,504千円　

  ２　受取手形裏書譲渡高

5,376千円　

（四半期連結損益計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

給料及び手当 103,999千円

賞与引当金繰入額 33,197千円

退職給付費用 8,796千円

研究開発費 102,090千円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年６月30日現在）

現金及び預金勘定 2,217,684千円

有価証券勘定 442,396千円

計 2,660,081千円

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金、定期積金
△117,827千円

取得日から償還日までが

３ヶ月を超える短期投資等
△39,540千円

現金及び現金同等物 2,502,713千円
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成20年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　

平成20年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式  6,499千株

　

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式  300千株

　

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

　

４．配当に関する事項

 配当金支払額

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 92 15  平成20年３月31日  平成20年６月30日
利益剰余

金

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

　　当第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

　　当社グループは真空応用装置関連製品の専門メーカーとして、同一セグメントに属する水晶デバイス製造装

　置、光学用部品製造装置、電子部品製造装置等の開発、製造、販売を行っており、当該事業以外に事業の種類

　がないため該当事項はありません。

【所在地別セグメント情報】

　　当第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

　　本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報

　の記載を省略しております。

【海外売上高】

当第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

　 中　国  台　湾 その他 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 561,090 138,069 280,617 979,778

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － 2,025,783

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高

の割合（％）
27.7 6.8 13.9 48.4

　（注）１．国又は地域は、国別に区分しております。

２．その他に属する主な国

韓国、フィリピン、ニュージーランド、シンガポール、タイ、マレーシア、香港等であります。

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 1,213.28 円 １株当たり純資産額 1,242.72 円

２．１株当たり四半期純損失金額等

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 7.87 円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額  

四半期純損失（千円） 48,766

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る四半期純損失（千円） 48,766

期中平均株式数（株） 6,198,892

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年８月８日

株式会社昭和真空

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 鈴木　義則　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大和　哲夫　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社昭和真空の

平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年

６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社昭和真空及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

追記情報

　　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は当第１四半期連

結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」を適用している。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書提出会社）が別途保

管しております。

　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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